自由執筆
東日本大震災の被害額



新井宏
手元に東日本大震災の翌々日(三月十三日)に書いたメモがある。おそらく被害総額は二十兆円になるだろうと。
まだ、原発事故も大騒ぎになっていなかったし、政府も新聞も何の見通しも示していなかった。
そんなことをすぐ計算して見たのは、歴代の災害や戦争の被害総額をメモっておいたからである。日付を見ると、十六年前の神戸大震災の一ヶ月後に朝日新聞が報道したものである。
出所は経済企画庁で、被害額は当時の貨幣価値で算出され、当時の全国の資産額(国全体の資産から土地や対外純資産などを差引いたもの)との比率で示されている。
まず、数値を紹介しよう。
災害名　　被害額　  全国資産　 比率

太平洋戦争  643億円　2532億円　25.4％

関東大震災 52.8億円　 502億円　10.5％

伊勢湾台風 3035億円    16兆円   1.9％

阪神大震災 　9.6兆円　1160兆円　0.8％

それでは、現在の資産総額はどのくらいになっているだろうか。同様な基準に基づき、平成二十一年末の統計から計算してみると、一二六〇兆円である。
一方、人命被害はおそらく一万名を超え阪神の三倍に達するかも知れないが、経済的な被害は被災地の経済力から見て二倍程度(一・六％)であろうと考えた。その結果が二十兆円ということである。
政府も新聞も被害の実態をつかめないためか、いつまでたっても何も言わない。その中で、最初に飛び込んできた情報は、三月二十一日の世界銀行の試算である。
それによれば、住宅や道路、社会資本などの損害額を合計すると二三五〇億ドル(十九兆円)になり、復旧に五年を要するとしている。ほぼ同じ被害額予想である。
痛感するのは、今回の災害における情報の小出しぶりである。最も気に入らなかったことは、人命被害の報道である。
新聞やテレビは公的な機関が確認した数値しか知らせないのである。経過を拾って表にしてみると次のようになっている。
月日　
死亡者数　行方不明者数

三月十二日
　六八五
六四三

三月十三日
一三五八　　　一〇八五

三月十五日
三三七三　　　七五五八

三月二十日
八四五〇　　一二九〇九

三月廿五日　一〇一〇二　　一七〇五三

三月三十日　一一三六二　　一六二九〇

四月　五日　一二三四四　　一五二三七

私が被害予測のメモを書いたのが十三日であるから、まだ死者と行方不明者を合わせても二千五百名のレベルであった。しかし、全く信用していなかった。なぜなら、「行方不明者」と「行方が判らなくなっている者」の意味を彼らは使い分けていたからである。日本語がこれほどまで乱れてしまっているとは思ってもみなかった。
そのことが明瞭に示されたのは、宮城県警の竹内直人本部長が、十三日に「(宮城県で)遺体の数が万人単位に及ぶことは必至である」と述べたことである。ある意味で勇気のある発言であった。これを受けて宮城県の村井知事も同様な発言をしている。
この頃、何が求められていたかは、誰でも知っている。被害がどこまで拡大しているかである。その意味で、確定数値の報道などは世を惑わす意味しかなかった。正確な被害予測こそが行政やマスコミの優先課題であったはずである。
大震災後、五日目になっても、正確な人命被害を一万人としか確認できなかったのはある意味でやむを得ないが、その頃になれば、最終被害の予測値を三万名とほぼ正確に出せたはずである。
その点で米国の報道は逆である。ちょうど十年前のニューヨーク世界貿易センタービルのテロ攻撃では、当初の犠牲者数は四千人であったが、実際には二千八百人にとどまった。
ついでながら、このテロによる資産的な被害は三兆円強で、阪神大震災の三分の一ほどであった。しかし、ブッシュ大統領の始めたイラク戦争では、米国人の戦死者だけでも四千人を超え、イラクでの犠牲者は十万人を超えている。戦争に投じた費用も米国の直接経費だけでも六十兆円を超えるという。だから米国人も多くのことを学んだであろう。

さて、小出しな報道姿勢の問題にもどるが、同じことが、福島原子力発電所の被害について言える。東電も政府も一貫して確認できたことしか発表しなかった。
この段階で、もし確認し得ないことについても予測して公表し、更には対策を立てていたなら、国民はもとより外国からの不信もずいぶん軽くすんだであろう。
既に四十年も使用した原子炉を廃炉にする決断ができず、初期の海水投入をためらったのが、最大の失敗であったと歴史はおそらく評価するであろう。
さて、東日本大震災被害額の総額である。私は当初二十兆円を超えるだろうと予測したが、原発被害の進行を知って、とてもとてもそのような金額では収まらないことを知った。発電所の被害金額など数兆円であるが、人類が五十年もかけて新たなエネルギー源として育ててきた原子力発電の開発が、世界中で止まってしまうか、後戻りしてしまうのである。
世界のエネルギー源の四十％を供給するはずであった原子力発電が二十％に留まれば、それを原油などでおぎなわなければならない。その量は原油五億トンにも相当し、年間十兆円ほどの継続的な損失を呼ぶであろう。これが人類に五十年間も影響を与え続けるとすれば、桁違いな災難である。
それにしても、「国語」の試験で「行方不明者数」と「行方の判らなくなっている者の数」の違いを述べよと出題したらどんな回答が得られるであろうか。
